
酒田市公共施設の適正化について

酒田市行財政改革推進委員会資料

背

景

【施設老朽化】
大規模改修、建替え
維持管理経費増大

【人口減少・少子高齢化】
市民ニーズの複雑・多様化

【今後の厳しい財政状況】

はじめに

課

題

・持続可能な財政運営

・公共サービスの質の維持

・人口減少社会に応じた

施設管理

全国的に、⽼朽化に伴い、今後、大規模改修や建替えが必要となる施設が多くあり、維持
管理経費の増大など、大きな課題となっており、本市も例外ではありません。

また、⼈⼝減少や少⼦⾼齢化等に伴い、市⺠ニーズも複雑・多様化している中、今後の厳
しい財政状況のもと、将来に向けた持続可能な財政運営を⾏いながら、公共サービスの質を
落とさず提供していくためには、⼈⼝減少社会に対応した施設保有と維持管理について検討
を⾏い、現在の公共施設のあり⽅を⾒直していく必要があります。
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公共施設を取り巻く現状と課題
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推計値

急激に人口減少
が進みます。



226棟（81,276㎡）
［16.9％］ 272棟（121,960㎡）

［25.4％］ 776棟（275,137㎡）
［57.4％］
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施 設

1970～80年代
全公共施設の45.2％

今後、改修や建替えが必要になる施設が
増加していきます。

建築年別延床面積
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項 目 一人当たりの面積

酒田市 ４.４㎡/人 －

全市区町村平均 ３.４㎡/人 1.3倍

人口11万～12万都市平均 ２.９㎡/人 1.5倍

施 設
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本市の公共施設の人口一人当たりの延べ床面積は全国平均の約1.3倍、人口同規模26

都市平均の約1.5倍であり、多くの公共施設を保有していることがわかります。

一人当たりの公共施設の延床面積

出典：自治体別人口・公共施設延べ床面積リスト（2012年１月、東洋大学PPP研究センター、資料１．２参照



財 政
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平成31年度には歳入が450億円程度に減少

投資的経費は29億円と大幅な減少が見込まれる

生産年齢人口の減少により、税収が減少

少子高齢化の進行による社会保障費が高位で推移

投資的経費の減少

税収の減少と増加する社会保障費

公共施設等更新経費⾒通し 29.0億円

年平均必要額49.6億円

今後40年間の更新費用の推計

年平均不⾜額
20.6億円

今後の見通し
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本市の公共施設適正化の取り組み
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平成２７年３月 酒田市公共施設白書 公共施設の実態を整理したもの。

平成２７年３月 酒田市公共施設適正化基本計画
公共施設の量・サービス・運営等の今後の方針を定
めたもの。

本市の公共施設適正化の取り組み

平成２８年３月 酒田市公共施設適正化実施方針

公共施設白書、基本計画を踏まえ、本市が保有する
公共施設の適正な保有量を実現するため、各施設
の今後の在り方について、市としての方針をまとめ
たもの。
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③ 新設の抑制

① 施設の複合化・多機能化
② 施設の統廃合

① 耐震性の確保、防災⼒の向上

③ 機能性・利便性の確保・向上

② ひとや環境に優しい公共施設の実現

① 予防保全による施設の⻑寿命化
② 公⺠連携等による経費の抑制

③ 施設管理・運営の継続的な⾒直し

【原則１】
量的マネジメント
－施設総量の削減－

【原則２】
質的マネジメント
－サービスの向上－

【原則３】
財政的マネジメント
－運営等の効率化－

４０年間 平成２７年度～平成６６年度

公共施設適正化基本計画

■ 計画期間

■ 公共施設適正化の3つの原則
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今後40年間の更新費用に対する財源不⾜額

1612.4
億円

760億円

852.4億円財源不⾜

公共施設適正化基本計画

■ 将来更新費用の削減目標 ４０年間で ８６０億円
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公共施設適正化実施方針

各施設の方針の検討

■各施設の評価
・建物と効率性の評価
・サービスの代替性、歴史的価値、立地状況等の評価

■各施設用途別の方針

市全体での配置バランス、削減目標の達成度を踏まえ

公共施設適正化実施方針を策定
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公共施設
白書

◇公共施設の
実態把握

（市全体）
（用途別）
（地区別）

◇課題の整理

公共施設
適正化

基本計画

◇現状・課題
◇基本⽅針
◇計画期間
◇数値目標

平成26年度

公共施設
適正化

実施⽅針
◇個別施設の
⽅針(案)
の設定
◇適正化効果
の試算

第1期
(平成27〜39年度)

⽅針の推進
(随時ﾛｰﾘﾝｸﾞ)

◇進捗管理
◇関連計画や

財政状況等
の反映

◇第1期⽅針
の⾒直し

第２期以降
(平成40〜49年度）

⽅針の推進
(随時ﾛｰﾘﾝｸﾞ)

◇進捗管理
◇関連計画や

財政状況等
の反映

◇第2期⽅針
の⾒直し

■ 計画期間

第２期（10年間）
平成40～49年度

第１期（13年間）
平成27～39年度

第３期（10年間）
平成50～59年度

第４期（７年間）
平成60～66年度

公共施設適正化実施⽅針

アクション
プラン
の策定

◇市⺠や関係
団体等との
協議

◇個別施設の
方針の策定

アクション
プラン
の策定

◇市⺠や関係
団体等との
協議

◇個別施設の
方針の策定
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公共施設適正化実施⽅針

実 施 時 期 設 定 条 件
第1期
H27年度(2015)

〜H39年度(2027)
・第１期の間に、建築後の経過年数が30年以上になる施設。
・耐震診断や耐震補強を実施していない施設。

第2期
H40年度(2028)

〜H49年度(2037)
・第２期の間に、建築後の経過年数が30年以上になる施設。

第3期
H50年度(2038)

〜H59年度(2047)
・第３期の間に、建築後の経過年数が30年以上になる施設。

第4期
H60年度(2048)

〜H66年度(2054)
・第4期の間に、建築後の経過年数が30年以上になる施設。

適正化効果の試算
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実施⽅針による削減効果と財源不⾜額

852.4億円
財源不足

276.51億円
財源不足

維持管理経費削減額

226.88億円
維持管理経費削減額

226.88億円

760

約50億円
財源不足

億円

1612.4

億円
1,036.51

億円
760 億円

適正化の実施により

575.89億円削減
適正化の実施により

575.89億円削減
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維持管理手法やコストの適正化

３．施設管理運営の継続的な見直し

財源不足への対応

• 民間施設の賃貸利用や複合利用、施設の更新、維持管理費用の抑制

• 民間のノウハウを活用した効率的な施設整備の検討

予防保全的な修繕による、施設や設備の長寿命化、ライフサイクルコストの削減

２．公民連携等による経費の削減

１．予防保全による施設の長寿命化
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公共施設適正化の進め方

推 進 体 制

市民との情報共有・合意形成

庁内において公共施設に対する課題認識を共有し、個別の組織に捉われ
ず全庁的・横断的な視点から施設の適正化を進める。

市民アンケートの実施、市民との意見交換や市民参加の機会を設け、
幅広く意見を把握しながら、市民と行政が一体となって取り組む。
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Plan(計画)

・公共施設白書
・適正化基本計画
・適正化実施⽅針

Check(評価)

・進捗状況の確認
・目標の達成状況の確認
・実施効果の検証

Action(改善)

・改善策の検討
・目標の再設定

Do(実行)

・各施設の⽅針の実⾏
（複合化・統合、用途転用、
廃止など）

利用状況、⼈⼝動態、
財政状況の変化を反映

計画の進捗管理と⾒直し
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